
    
「確定拠出年金制度の 実態調査」 (16 年度調査 ) の概要 

( 社 ) 生活福祉研究機構 

ヒアリンバ対象企業については、 Ⅰ A 年度、 Ⅰ 5 年度に実施したアンケート 調査に 2 年 

連続で協力してくれた 企業 18 社、 W5 年度のみの企業ではていねいに 回答が記され 

ている企業 2U 社、 合計 39 社をまず抽出し、 そこからさらに 業種、 従業員規模、 所在地 

などを見て、 中小企業を中心に、 全体が バラ けるよ う に絞り込んだ。 
これに基づいて、 平成丁 6 年 7 月末から 11 月末までに、 確定拠出年金を 実施してい 

る 15 社に出向き、 直接、 担当者から「投資教育」を 中心に聞き取り 調査を行った。 

[ 調査結果の概要 ] 

(1) 投資教育の内容 

0  多くの企業で、 確定拠出年金導入の 背景、 趣旨、 制度の仕組み 等を概説し、 ま 

た自己責任、 自助努力の必要性を 説明している。 

0  確定拠出年金の 多くは既存の 退職給付の一部を 移行したものであ るため、 制度 

導入時には移行双後の 制度の違いを 説明している。 このとき、 資産運用上の 指針 

となるよ う に、 給付設計上の 想定利回りも 明らかにされている。 

0  制度導入時及び 新入社員には、 資産運用の基礎知識、 運用商品の内容につ 

いては一通りの 説明が行われている。 また少人数のケースでは、 説明内容に関す 

る 質疑応答を重視している 企業もあ る。 

0  大部分の企業では 制度導入後 1 年程度しか経過していないため、 まだ継続教 

育 に対する明確な 方針を持っていない。 継続教育の一部として、 制度内容の周 

知 、 運用商品の内容説明を 繰り返し行い、 また運用実績データを 広報している 企 

業 もあ る。 

(2) 情報提供の具体的方法 

0  制度導入時には、 例外なく、 全加入者に資料，テキストを 配布し、 またビデオを 

活用しながら、 2 時間程度の説明会を 開催している。 

0  大部分の企業で、 ビデオ、 コールセンター、 Web が情報提供の 手段として用い 

られている。 また、 DC 専用ヘルプデスクを 設置している 企業もあ る。 
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0  継続教育では、 一般には Web サイトによる 情報提供が行われ、 また相談窓ロと 

してコールセンターが 活用されている。 自主学習を支援するために、 定期的に役 

立っ運用関連サイトを 紹介している 企業があ る。 

0  この他に、 一部企業では フ オロー，セミナーを 開催し、 またライフプラン・セミナ 一 

においても確定拠出年金の 制度と運用を 概説している。 

0  定期的な運用実績に 関するレポートや DC ニュースレタ 一の配布等が 行われて 

おり、 運用状況や経済環境についても 情報が提供されている。 また、 こうした機会 

を捉えて、 社内メールにて Web の閲覧などの 運用情報収集を 促す工夫も行われ 

ている。 

(3) 情報提供方法の 工夫等 

0  説明資料は 、 絵や図を使い 分かりやすいもの、 ビジュアル化したものを 作成して 

いる。 このとき、 多くの企業で 運営管理機関が 持っている知識・ 経験を活用してい 

る 。 

0  説明会の資料作成において、 事業主側が運営管理機関と 事前に相談をする ケ 

一スも 見られる。 

0  社内の人事担当者と 労働組合が共催して、 事前説明会を 行 う 企業もあ る。 

0  一部の大企業では、 家族の理解を 得るためにビデオを 個人に配布している。 

0  運営管理機関の 相談窓口に寄せられた 内容を把握し、 それを共有することで、 

継続教育に生かしていこ う とする企業があ る。 

0  運用実績が想定利回りに 満たない加入者へ、 個別にアドバイスしている 場合も 

あ る。 

0  フォロー，セミナーやライフプラン・セミナ 一の後に、 希望者に対して、 個別に相 

談 できる対応をとっている 企業もあ る。 

0  加入者の知識レベルやライフスタイル 等に合わせた、 クラス別のセミナーを 企画 

する企業もあ る。 

(4) 事業主の協力内容 

0  多くの企業で、 制度導入時の 説明会の会場、 機材の提供及び 就業時間内の 実 

施に便宜を与えている。 

0  説明会の前に、 外部講師に対して 加入者の平均的な 知識レベルを 伝達してい 

る企業もあ る。 

0  ビデオの作成等を 事業主と運営管理機関が 共同して行っている 場合も多い。 

0  海外勤務者へも 説明会ビデオを 送付するなど、 情報提供に便宜を 図っている 

企業もあ る。 
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0  多くの企業で、 投資教育を新入社員研修のプロバラムに 組み込んでいる。 

0  運用結果の分析等を 社内報やイントラネットに 掲載している 企業や 、 Q&A 集及 

び過去の配布資料を PDF ファイル化して、 イントラネットに 掲載している 企業もあ 

る 。 

0  PC のない部署のために 専用 PC コーナーを設ける 企業や、 昼休みに眺められ 

る 程度のテキストを 常置している 企業もあ る。 

(5) 加入者の理解度 

0  「制度導入時の 説明会だけでは、 全員共通の理解を 求めるのは難しい」というの 
が一般的な評価であ る。 

0  新入社員については 状況を把握している 企業は少ないが、 「制度概要について 

は理解されたと 思われるが、 資産運用についての 理解度は低い」という 評価が一 

部に見られた。 

0  「コールセンタ 一に対する制度、 運用に関する 問い合わせが 増加した」、 「スイッ 

チング や 運用状況に興味を 持つ従業員が 増えた」という 事実から、 「自助努力 意 

識が 醸成された」「投資に 対する 関 心 をあ る程度持つようになった」と 評価している 

企業もあ る。 一方で、 「スイッチンバを 行った加入者は 少ない」として、 理解度は低 

いと見ている 企業は多い。 

0  加入者が自身のライフプランや 資産形成に関心を 持つことも、 投資教育効果と 

考えている企業があ る。 

0  「説明内容が 多岐にわたるため 消化不良の感があ り、 投資経験のない 者にとっ 

て は 専門用語が理解できない」としている 企業もあ る。 

0  「年齢や経験・ 関心など、 個人の属性や 特性によって、 投資教育内容の 理解 

度 にかなり差があ る」とする企業が 多い。 

0  継続教育の一環として、 定期的な運用レポートやニュースレタ 一等を配布し 、 コ 

メントを付与することで、 「資産運用に 関心を持ち、 運用情報の収集に 努める加入 

者が増加している」と 見ている企業があ る。 

0  ライフプラン・セミナ 一等の関連セミナーへの 出席率によって、 加入者の関心度 

合いを見守っている 企業もあ る。 

0  確定拠出年金を 含む退職給付制度に 対する満足度調査を 予定し、 その中で制 

度 に対する要望や 投資教育の理解度を 把握しょうとする 企業もあ る。 

0  少数であ るが、 運用残高の推移から 加入者の運用・ 商品に対する 理解度を把 

握し、 それに応じて 選定商品を変更している 企業があ る。 一方で、 説明会では 理 

解していても、 それが加入者の 運用行動には 結びっかないと 考える企業があ る。 
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